
2003年日本オペレーションズ・リサーチ学会  

秋季研究発表会  

2－C－4  

消費者行動の時間遅れを考慮したシナリオシミュレーションの提案   

01014010 NTTサービスインテグレーション基盤研究所 ＊高橋彰子 TAKAHASHIShoko  

OlOO8470 NTTサービスインテグレーション基盤研究所  井上明也INOUEAkiya  

OlllO490 NTTサービスインテグレーション基盤研究所  川野弘道 KAWANOHiromichi  

NTTサービスインテグレーション基盤研究所  西松研  NISHIMATSUKen  

1 はじめに   

本稿では，技術革新や規制緩和，競合各社の参入撤退，製  
品仕様変更などの事象を時系列に並べた市瘍構造変化シナリ  

オを作成し，このシナリオの下で個々にシミュレートした消  

費者行動を集計することにより製品需要推移を予測するシナ  

リオシミュレーション技術を提案する．また提案技術の実現  

にはコンジョイント実験データに離散選択理論【1】を適用して  

得られる仮想状況下の消費者行動モデルが必要となるが，こ  
の静的なモデルに基づき動的な消費者行動をシミュレートす  

る際に市場構造変化の影響が消費者行動に反映されるまでの  

時間遅れの確率変数を導入し，製品需要推移の実測データか  

らこの確率変数の分布を逐次推定することにより予測精度の  

向上を図ることを提案する．   

2 仮想状況下の消費者行動モデル   

本研究においてシミュレーションの対象となるのは，個々  

の消費者の消費状態間における選択／遷移行動である・ここで  

消費状態とは予測対象製品を含む互いに代替関係に奉る製品  

群のうち0または1ケの製品を所有／利用している状態である・  

このような行動をモデル化するには離散選択理論が有効であ  

る．これはThurstoneが心理学において礎を築き，McFadden  

が経済学において一般化したものであり，現在ではマーケテイ  
ングの分野でも広く用いられている【2】［31・嘩常は消費者行動  

モデルは個々の消費者の行動データにより推定されるが，過  
去に例のない市場構造変化をシナリオ内に想定するような場  

合，変化発生後の行動モデ′レを発生前の行動データにより推  
定することには少々無理がある．このような場合，コンジョ  

イント実験で提示される仮想的な市場構造条件に対する被験  

者の反応データを用いる方法が有効となる【4ト   

行動の一貫／推移性，序数的効用関数，効用最大化理論，  
およびランダム効用理論を前提とした場合，架空の代替製品  
群を始め仮想的な市場構造条件を提示された被験者†lが状態  

ま∈ん（製品ほ所有／利用している状態，但し豆＝0は何も  
所有／利用していない状態）を選択する確率p去れは，状態慮の  
効用確定項Vふとその他の状態∀盲∈（An＼戎）の効用確定項Ⅵn  

との差の関数になる．更に被験者乃の属性，被験者れに提示  
された架空製品戌の属性，およびその他の仮想条件を要素に持  
つベクトル（以下，市場構造条件ベクトル）をⅩiれとおくと，  
匝は（1）式の通りとなる・但しpの関数形は全状態について  

i．i．d．を前提とする効用確率項の分布に依存するもので，プロ  
ビットモデルやロジットモデルなどが提案されている【1ト   

恥 ＝ p（Ⅵれ一明れ；∀盲∈（Aれ＼塵））  

＝ p（β・（xかl－Ⅹ盲れ）；∀盲∈（Aれ＼豆））   （1）   

ところで，パラメータベクトルβは，コンジョイント実験  
において観測される全被験者∀れ∈Cの市場構造条件ベクトル  

x払および選択結果↑わ（被験者れが状態夏を選択した場合に  

1，それ以外は0をとるような二倍変数）を用いて最尤推定法  

等により推定される．7れは飽くまでも仮想条件に対する反応  

なので，（1）式のβを推定結果βで置き換えることにより得ら  
れる毎は仮想状況下の消費者行動モデルを意味する・   

β‘れ（Ⅹたれ；∀た∈Aれ）＝p（如‰－X盲れ）；∀盲∈（Aれ＼宜））（2）   

3 実状況下における行動の時間遅れ   

仮想状況下の消費者行動モデルを用いて想定シナリオ下に  

おける消費者行動をシミュレートするには，時刻亡に消費者†l∈  

C（りが状態夏∈Aれ（りに滞在する場合に1，それ以外は0をと  

るような状態滞在判別二倍変数∂iれ．（りを状態滞在確率βぅれ．（f）と  

関係づければ良い．但しβれ（りとは，想定シナリオとして市場  

構造条件ベクトルの時間変化xh（t）（∀た∈A，l（り，∀土∈【ま。，te））  
を（2）式に代入したものである・仮に仮想状況下と実状況下  

とで消費者行動に違いが無いものとすると，∂i，l（りとβin（りと  

の関係を次式で表すことは極やて自然である．  

瑚）＝ 

〈 
（3）  

． 

i∈Aれ（t） i∈A，、（t）  

しかしこの場合，市場構造条件ベクトルxた，l（ま）（∀た∈Aれ（t））  
が変化しない限り，状態滞在確率β‘れ（りも状態滞在判別二値  

変数∂iれ（t）もー定借をとり続ける・つまり全ての消費者が市  

場構造変化の発生と同時に一斉に吠態遷移行動をとることに  

なり，現実的ではない．そこで本稿では，市場構造変化が発  
生してから消費者がそれを知覚し，知覚した市場構造条件に  

基づき行動意思を確定し，それを実際の状態遷移行動に反映  
させるまでの時間遅れをモデルに取り入れる．   

シナリオ想定期間【f。，te）に上回の市場構造変化が発生す  
るものとして通し番号g（＝1，2，…，⊥）をつけ，イ回目の変化  

発生時刻を丈‘，g回目．の変化に対して消費者れが行動を起こす  

までの時間遅れを克とおく．このとき，時刻汀で状態夏に滞在  

し，かつ時刻∀t∈【汀ノけ．）の状態滞在確墾；れ（りが判明して  
いる消費者γlの状態遷移行動は，次式により．表される．  

1．亮＜t叶1一丈よの場合   

（a）∂jれ（り＝1∀ま∈【れわ＋■㌦）   

（b）∂メれ（り＝1∀亡∈【亡l＋㌦，壬叶1）  
但しブ＝α7－Cm竺上∈叫）多たれ（り   

2．亮≧亡什1－t～の場合   

（a）∂慮れ（り＝1∀f∈【亡‘，tけ11  
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4 ▲．時間遅れ分布の推定と需要予測・   

時間遅れ亮は非負の確率変数と考えられ，母数¢lの分布  

J（れT）を草間丁・∈【0，∞）で仮定するとシミュレーシヲンが可  
能となる．母数動を推定するのに，本稿では各状態∀豆∈A（りの  
滞在消費者数の推移実績データを用いる．時刻f∈【行メけ1）に  

おける母御上の推定値桓よ（りとしたとき，各消費者∀†1∈C（壬）  
の時間遅れ亮は分布J（舶り，丁）に従う乱数与して与えられる  
ので，期間∀祝∈【まl，壬叫）一における状態滞在判別二倍変数の時  

間変化∂まγ上（祝）（∀五∈A，l（てム））が得られる．消費者属性の同時分  

布を考慮した上で∂‘れ（可を集計すると；期間∀剋∈【f‘，去り」）に  

おける各状態∀豆∈Aれ（w）の滞在消費者数の推定値且軌（餌）が  

得られるので，現時点t∈【行ノ什1）までの実績値賄（祝）（∀祝∈  

裾f］）と推定値且軌（む）（∀祝∈【上川）との差の二軍和が最小と  

なるように母数の推定値¢▲（りを決定する・この仇（電＝こ基づ  

き算出される期間∀叫∈（抽＋1）におけるβ凡（髄）の推移が各  

状態∀乞∈ん（祝）の滞在消費者数の予測値となる．   

5ニ シミュレーシiン実施例   
本稿でiよ℃1年5月1日に導入された電話会社事前登録制  

の下での東日本地域における市内電話各社登録数の予測を例に  

とり紹介する．ここで用いた消費者行動モデルぽ00年12月の  
・ヲンジョイント実験デ∵タから推定したものである．調査実施  

時点において同制度ぺの参加を表明していたのはA，月，C，β  

の4社であったため，モデルは（1）A社登録（月A），（2）β社  

登録（兄月），（3）C社登録（月C），▲（4）β社登録（月β），（5）  

非登録（g）を選択肢とする多項選択モデルである．   

モデルに取り入れる変数の候補としては15変数を挙げた  

が，選択結果との相関が高く（有意水準10％で無相関とは言  
えず），かつ互いには相関が低い（有意水準1％で無相関な）  

租合せを独立性の検定により■抽出したところ，6変数に絞り  
込まれた．このうちご1，：r2，ご3の3変数は，それぞれ時間帯別  

（昼間，夜間，深夜）市内3分間当たり料金の2社間差である．  

享た残りェ8，エ10，れ1の3変数は固定回線利用者の属性で，各  

境目（B社市内電話サ」ビス利札未婚，有配偶）に該当する  
場合に1，それ以外は（二）をとるようなダミー変数である・．）01  

年1月10日の登録受付開脚寺点における各社公表僅から算出  
した各社料金差，およぴ（．）0年10月の国勢調査データ【5】や｝00  

年12月の調査データから推定した国定回線利用者属性の同時  

分布（登録行動単位は個人でなく世帯のため，実際は世帯主  
属性の同時分布）をモデルに入力したところ，世帯主属性の  

組合せ（ェ8，エ10，ご11）に対する各社サービスの選択確率を得た・  

一●－A社（実績値） 「▲一他社（実績値） －■－一非登録（実績値）  

＋A社（予測値） 一「ト他社（予測値） ＋非登録（予測値）  

－や・一母数推定値  
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■図1：市内電話各社登録世帯数の実績値と予測値  

遅れの分布としてカイ2乗分布を仮定し，シミュレーション  

を行った．図1は時間遅れ分布の母数の逐次推定値，および  

東日本地域における市内電話各社登録数の実績値【6】と，01年  
5月1計時点の予測値である／但しβ；C，■βの5社はまとめて  
他社としている，登録受付は同年1月10日に開始されたが，  
5月1日の制度導入時に初めて累積登録数が公表されたた■め，  

予測に用いたのはこの1ポイントデータである．   
，01年5月1日時点の母数推定値が6であるのに対して，登  

録行動が完全に収束している，03年4中日までゐ2年間の累  
積登録数推移を用いた母数推定値は5．6であらたニカイ2乗分  
布の母数は時間遅れの平均を意味するので，．限りなく真の偉  
に近い七考えられる5．6ケ月という値に対し最初の1ポイイト  
データに基づく推定値は0．4ケ月の琴差しか無いことになる・  
従づて，A社登録世帯数以外については実績値と予測値との  
間に多少の帝離が見られるものの，これは選択確率の推定精  

度に由来するものと考えられる．すなわち選択確率の推定さ  
え正確に行えば，電話会社事前登轟制導入のような前例ゎな  
い市場構造変化にも耐え得る需要予測が実現すると言える．   

6‘まとめ   

本稿では，市場構造変化の想定シナリオ下における製品  
の需要推移を，個々の消費者の製品選択行動の集計により予  
測するシナリオシミュレーション．技術を提案した∴また，提  

案技術の基礎となるのはコンジョイント実験データに基づく  

消費者行動モデルであるが，この静的なモデルに基づき動的  
な消費者行動をシミュレートする際，市場構造変化の影響が  
消費者行動に反映されるまでの時間遅れの確率変数を導入し，  
需要推移の実績データからその分布を逐次推定することによ  

り予測精度向上を図ることを提案した．   
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表1：固定回線利用世帯の各社サービス選択確率  
エ8   1   1   1  0  0  0   

〇10   1  0  0   1   0   0   

〇11   0  1  0  0   1   0   

世帯数割合  ・0．021 0．1．1 0．P20 0．16 0・鋸 0・15   

卓見A   0．19  0．19  0．17  0．23 0．26 0，22   

触β   0．33  0．43． 0．38  0．11 0．17 0．14．   

紬c   0．14  0．1∠1 0．12  0．17 0．19 － 0．16   

甘尺β   0．12  0．1 
0．22  0．12  0．22  0．35 0．21 0．35  

以上より仮想状況下における固定回線利用世帯の各社市  
内電話サービス選択確率が得られたので，制度が導入されて  

から各世帯がいずれかの市内電話会社に登録するまでの時間  
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